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第１章 事業の概要 

Ⅰ．目的 

 日本企業のうち99％を占める中小企業は、雇用や技術の担い手として日本を支える重要な存在であ

り、将来にわたってその活力を維持し、発展していくため、事業承継は日本社会にとって重要な取り組み

である。 

現在、中小企業の後継者不在状況が深刻であり、廃業の増加による貴重な雇用や技術への影響が

懸念されている。中小企業庁では、承継時の様々な課題を解決する豊富な支援策を用意し、事業承

継に取り組む中小企業を強力に後押ししているところであるが、後継者不在の中小企業の事業をM&A 

により社外の第三者が引き継ぐケースが増加しており、中小企業にとって有効な事業承継の手法の１つ

との認識が広がり始めている。 

一方で、効果的なM&Aのためには、譲受側譲渡側双方の企業の事前準備が重要であるが、中小

企業庁作成の「中小M&Aガイドライン」は譲渡側に対する説明等が中心となっており、譲受側の準備段

階の取組については取り上げていないため、譲受側が新規事業、事業多角化、販路拡大など企業付加

価値の増加に繋がる相手方と適切にM&Aを行うための情報が不足している。 

他方、中国地域における産業構造をみると、製造品出荷額のうち輸送機械器具製造業のウエイトが

最も高く、約2割を占めている。同製造業には自動車関連産業が多く含まれており、雇用面も含めて自

動車部品サプライヤーが地域に与える影響は大きく、当地域の重要産業の一つである。 

現在、自動車関連産業界では、CASE（「Connected：コネクテッド」「Autonomous：自動運

転」「Shared & Service：シェアリング・サービス」「Electric：電動化」）と呼ばれる技術革新の波が

到来し、100年に一度と言われる大きな構造変化が起きており、CASEの影響により、中堅・中小自動

車部品サプライヤー、特に、中国地域の主にエンジン部品等を提供してきたサプライヤーには、これまで蓄

積してきたノウハウや技術を活用し、電動車向けの部品製造等の新分野に挑戦するといった「攻めの業

態転換・事業再構築」が求められており、中国地域においても事業拡大やEV化対応を目的としたM&A

の事例も複数生まれる等、M&Aへの意識醸成が進み始めている。 

自動車関連産業におけるM&Aの意識醸成については、技術の継承、雇用やサプライチェーン全体の

維持といった観点で地域経済に与える影響が大きく、また、自動車関連産業は裾野が広く、他の製造

業と共通する課題も多いと考えられ、他の製造業への波及効果も期待できる。 

以上のことから、「攻めのM&A活用1」を実践している自動車部品サプライヤー等に対してヒアリング調

査及び事例集作成を行い、事例の可視化・共有を通じて、自動車関連産業におけるM&Aへの意識醸

成の加速及び事業承継・引継ぎ支援センターをはじめとする支援機関の連携強化を図る。 

 

Ⅱ．実施期間 

令和5年9月22日～令和6年3月15日 

  

                                                   
1 本事業においては、「中小企業等が自社の将来ビジョン等に基づき、今後の成長を見据えて事業拡大・転換や事業再

構築等のために実施した M＆A」と定義している。 
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 中期経営計画の策定や、「経営デザインシート※」等の活用を通じ

て、自社の「ありたい姿」や「戦略」を検討する必要がある。 

※ 経営デザインシート（内閣府知的財産戦略本部）：

https://www.kantei.go.jp/singi/titeki2/keiei_design/ 

index.html 

ポイント③ 

身近な支援機関へ相談し信

頼関係を構築する 

 M&A のプロセスでは、様々な検討事項や調整・交渉事項が生じ

る。ただし、自社内だけでは専門的な知見や情報が不十分な場合

がある。 

 そのため、取引のある金融機関や顧問税理士など身近な支援機関

へ早期に相談し、信頼関係を構築しておくことが重要である。そうす

ることで、M&A 仲介会社や専門家の紹介など、必要な支援を受け

やすくなる。 

ポイント④ 

M&A の目的や効果、必要

な経営資源を明確にする 

 M&A は、特定の目的や効果を達成するための手段として実施する

のが一般的である。 

 投資対効果を勘案するなか、PMI も見据えた上で、あらかじめ必要

な経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を明確にしておくことが重要で

ある。 

ポイント⑤ 

PMI の重要性を理解し対応

を準備する 

 譲受側にとって、M&A における最終契約の締結は、統合に向けた

「スタートライン」に立ったに過ぎない。M&A の目的を実現させ、その

効果を最大化する上では、M&A 後の統合等に係る取組である

PMI（Post Merger Integration）が重要である。 

 「中小 PMI ガイドライン※」等を活用して、PMI の全体像や推進体

制、取組内容等を理解し対応方針を検討しておくなど、あらかじめ

準備しておく必要があると考えられる。 

※ 中小 PMI ガイドライン（中小企業庁）：

https://chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/index/html 
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Ⅱ．収集したヒアリング結果をとりまとめた事例集の作成及び報告会の開催  

１．事例集の作成 

 Ⅰで実施したヒアリング内容を記事形式にした事例集を作成した。なお、事例集は、画像を用いつつ読

み手に伝わりやすいことに留意のうえデザインした。また、ヒアリング調査を通じて、「攻めのM&A活用」にお

ける共通項、譲受側や支援機関が着目すべきポイント等を検証・集約し、『「攻めのM&A活用」５つの

ポイント』として記載した。 

 

作成した事例集（抜粋） 
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作成した事例集（抜粋） 
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２．報告会の開催 

 本調査の実施報告に加え、パネルディスカッション形式で譲受事例について情報発信することで、潜在

的な譲受者候補者の後押しや譲受者のさらなるM&A活用を図るとともに、それを仲介する支援機関の

役割を明確化させることで事業承継ネットワーク内での連携・機能強化を図るため、以下の内容で報告

会を開催した。 

 

名称 自動車関連産業における「攻めのM&A活用」に向けた可能性調査 報告会 

～「攻めのM&A活用」と支援機関に求められる役割～ 

日時 令和6年3月4日（月）13：30～16：00 

開催方法 リアル開催とオンライン（Microsoft Teams）開催を併用したハイブリッド開催 

開催場所 Hiromalab（広島市中区銀山町3－1 ひろしまハイビル21 17階） 

参加者 事業承継・引継ぎ支援センター、自動車部品サプライヤー支援や事業承継に従事して

いる金融機関等支援機関担当者、M&Aに関心のある自動車部品サプライヤー等 

参加者数 会場：57名（うち登壇企業：4名）、オンライン65名 計122名 

主催 中国経済産業局（事務局：ひろぎんエリアデザイン（株）） 

 

（1）開催内容 

①開会 

②開会挨拶：中国経済産業局 産業部 経営支援課長 髙城 幸治 氏 

③報告（13:40～14:00） 

自動車関連産業における「攻めのM&A活用」に向けた可能性調査 実施報告 

発表者：ひろぎんエリアデザイン（株） マネージャー 岡田  佑輔 

 

 

 

 

④パネルディスカッション（14:00～15:30） 

「攻めのM＆A活用」と支援機関に求められる役割 

＜登壇者＞ 

・ベンダ工業株式会社 代表取締役社長 八代 一成 氏 

・株式会社澤井製作所 専務取締役 澤井 雄一 氏 

・セレンディップ・HD株式会社 インベストメント担当執行役員 梅下 翔太郎 氏 

・株式会社テック長沢 代表取締役 長澤 智信 氏 

＜モデレーター＞ 

・株式会社広島銀行 ソリューション営業部 法人ソリューション室 自動車関連担当 

シニアマネージャー 石飛 裕司 氏 

調査の実施報告として、調査の背景、概要、調査結果サマリー、得られた示唆について説明

したあと、本事業にて作成した事例集が 3 月下旬から 4 月上旬に中国経済産業局のウェブ

サイトにて公開される旨を案内した。 
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⑤交流会（15:30～16:00） 

登壇企業、および会場参加者による名刺交換会 

 

開催案内（チラシ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告会資料（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登壇者から会社概要について紹介したあと、①将来ビジョンと経営戦略としての M&A、

②M&A による効果、③PMI の取組内容、留意点、④支援機関の活用と求める役割につい

てディスカッションし、最後に、「今後 M&A を活用する買い手企業へのメッセージ」として、登壇

企業から留意点等について発信した。 
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報告会資料（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当日の様子 
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（2）成果と課題 

中国地域内外の自動車部品サプライヤーおよび行政・支援機関から、延べ120名を超える参加者を

得た。実施報告およびパネルディスカッションを通じて、M&Aの事業戦略を実現する手段としての有効性

や、支援機関に求められる役割について理解を促す機会になったと同時に、自動車関連産業における

M&Aへの意識醸成の加速や、事業承継・引継ぎ支援センターをはじめとする支援機関の連携強化に

寄与した。 

「攻めのM&A活用」に向けた意識醸成の加速、および支援機関の連携強化を後押ししていく上で

は、こうしたケーススタディによる手触り感のある情報発信・啓発を継続的に実施していくことが重要であ

る。本調査事業では自動車関連産業を対象としたが、他産業においても、外部環境の変化を背景に新

分野に挑戦するといった「攻めの業態転換・事業再構築」が求められているのは同様である。更なる

M&Aへの意識醸成の加速を図るためにも、今後、他産業においても同様の取組を波及させていく必要

があると思料する。 
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